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（ＵＲＬ http://www.moresco.co.jp） 
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問合先責任者 役職名 取締役管理本部長  氏 名 作田 真一    ＴＥＬ（０７８）３０３－９０１０ 

決算取締役会開催日  平成１７年１０月１４日  中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日  平成 ―年 ―月 ―日  単元株制度採用の有無 有（１単元１００株） 

 

１．１７年８月中間期の業績(平成１７年３月１日～平成１７年８月３１日) 

(1)経営成績              （注）記載金額は、百万円未満四捨五入により表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

１７年８月中間期 

１６年８月中間期 

百万円   ％

４，６７２（１０.５）

４，２２７（１１.５）

百万円   ％

２１５（△３１.１）

３１２（１３５.２）

百万円   ％

２２７（△２７.４）

３１２（１４７.０）

１７年２月期 ８,６９７ ５８２ ５５６ 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 

 

１７年８月中間期 

１６年８月中間期 

百万円   ％

１４２（△２９.４）

２０１（１６２.１）

円  銭 

３９ ３８ 

３０９ ５３（ ６１ ９１） 

１７年２月期 ３６１ ５２６ ５７（１０５ ３１）  

(注)①期中平均株式数 17年８月中間期 3,606,440株 16年８月中間期 649,764株 17年２月期 664,491株 

平成17年４月20日付けで普通株式１株を５株に分割しております。株式分割に伴う影響を加味し、平成16年８

月中間期および平成17年２月期は遡及修正を行った場合の１株当たり数値を（ ）内に記載しております。 

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 (2) 配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

１７年８月中間期 

１６年８月中間期 

円  銭 

０ ００ 

０ ００ 

円  銭

――――― 

――――― 

１７年２月期 ――――― １２０ ００ 

 

 (3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

１７年８月中間期 

１６年８月中間期 

百万円 

８，５５３ 

８，０１１ 

百万円

２,８９４

１,９４４

％

３３．８

２４．３

円  銭 

   ８０２ ４８ 

 ２,９９１ ４３（５９８ ２９）

１７年２月期 ８，６４６ ２,８４２ ３２．９ ３,９２５ １９（７８５ ０４）

(注)①期末発行済株式数 17年8月中間期 3,606,440株 16年8月中間期 649,704株 17年2月期 721,288株 

②期末自己株式数  17年8月中間期   2,560株 16年8月中間期   296株 17年2月期   512株 

 

２．１８年２月期の業績予想(平成１７年３月１日～平成１８年２月２８日) 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通 期 

百万円 

９，９２０ 

百万円

５８０

百万円

３８０

円  銭 

２４ ００ 

円  銭

２４ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）１０５円３７銭 

 
※ 業績予想は本資料の発表日現在の将来に関する前提･見通し･計画に基づく予測が含まれております。実際

の業績は、今後様々な要因により予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  104,530 117,933 525,353 

２．受取手形  347,893 377,969 446,924 

３．売掛金  1,840,135 2,051,110 1,839,534 

４．たな卸資産  895,329 978,760 927,586 

５．繰延税金資産  114,387 113,196 118,378 

６．その他  126,240 133,326 66,677 

貸倒引当金  － △9,627 － 

流動資産合計   3,428,515 42.8 3,762,667 44.0  3,924,452 45.4

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産 ※１   

１．建物 ※２ 1,124,123 1,079,583 1,102,179 

２．機械及び装置 ※２  670,179 733,412 714,643 

３．土地 ※２ 1,785,110 1,785,110 1,785,110 

４．その他 ※2,3 275,714 384,169 346,521 

有形固定資産合計  3,855,126 3,982,274 3,948,454 

(2）無形固定資産  24,413 14,973 17,677 

(3) 投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※２ 192,578 233,411 221,083 

２．関係会社株式  233,133 259,185 233,133 

３．繰延税金資産  165,610 192,434 191,207 

４．その他  123,634 111,404 122,230 

貸倒引当金  △11,920 △3,000 △11,920 

投資その他の資産
合計 

 703,035 793,434 755,733 

固定資産合計   4,582,574 57.2 4,790,682 56.0  4,721,864 54.6

資産合計   8,011,089 100.0 8,553,349 100.0  8,646,316 100.0

         

－  － 
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前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形  156,472 268,586 269,577 

２．買掛金 ※２ 1,196,571 1,473,610 1,271,974 

３．短期借入金 ※２ 1,160,000 510,000 690,000 

４．１年以内返済予定
長期借入金 

※２ 261,080 762,650 744,630 

５．１年以内償還予定
社債 

※２ 300,000 － 300,000 

６．未払法人税等  153,893 85,812 187,755 

７．賞与引当金  208,010 222,970 215,743 

８．その他 ※５ 610,349 757,284 684,016 

流動負債合計   4,046,375 50.5 4,080,911 47.7  4,363,695 50.5

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※２ 874,270 396,620 260,180 

２．退職給付引当金  1,041,035 1,069,361 1,070,155 

３．役員退職慰労引当
金 

 57,220 62,010 62,040 

４．その他  48,646 50,359 48,379 

固定負債合計   2,021,171 25.2 1,578,351 18.5  1,440,755 16.6

負債合計   6,067,546 75.7 5,659,262 66.2  5,804,450 67.1

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   376,500 4.7 744,403 8.7  744,403 8.6

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  164,775 532,678 532,678 

資本剰余金合計   164,775 2.1 532,678 6.2  532,678 6.2

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  75,000 75,000 75,000 

２．任意積立金  828,146 1,027,544 828,146 

３．中間(当期)未処分
利益 

 477,522 482,350 636,967 

利益剰余金合計   1,380,669 17.2 1,584,893 18.5  1,540,114 17.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  23,641 0.3 36,705 0.4  29,264 0.3

Ⅴ 自己株式   △2,043 △0.0 △4,593 △0.0  △4,593 △0.0

資本合計   1,943,542 24.3 2,894,087 33.8  2,841,866 32.9

負債・資本合計   8,011,089 100.0 8,553,349 100.0  8,646,316 100.0

         

 

－  － 
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② 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   4,227,275 100.0 4,672,091 100.0  8,696,849 100.0

Ⅱ 売上原価   2,808,816 66.4 3,251,998 69.6  5,871,549 67.5

売上総利益   1,418,458 33.6 1,420,093 30.4  2,825,300 32.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  1,106,380 26.2 1,205,028 25.8  2,243,646 25.8

営業利益   312,078 7.4 215,065 4.6  581,654 6.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  32,771 0.8 38,616 0.8  44,227 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  32,498 0.8 26,893 0.6  70,349 0.8

経常利益   312,350 7.4 226,789 4.8  555,532 6.4

Ⅵ 特別利益   － － 3,920 0.1  － －

税引前中間(当期)
純利益 

  312,350 7.4 230,709 4.9  555,532 6.4

法人税、住民税及
び事業税 

 157,941 89,835 274,148 

法人税等調整額  △46,715 111,227 2.6 △1,131 88,704 1.9 △79,184 194,964 2.3

中間(当期)純利益   201,124 4.8 142,004 3.0  360,569 4.1

前期繰越利益   276,399 340,345  276,399

中間(当期)未処分
利益 

  477,522 482,350  636,967

         

 

－  － 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式

        同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間期末日の市場価格等

による時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

      同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等によ

る時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

時価のないもの 

      同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

 時価法 

(2) デリバティブ 

        同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

・製品、半製品及び原材料 

 総平均原価法による低価法

(3）たな卸資産 

・製品、半製品及び原材料 

        同左 

(3）たな卸資産 

・製品、半製品及び原材料 

同左 

 ・貯蔵品 

 最終仕入原価法による低価

法 

・貯蔵品 

        同左 

・貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備は除く）については、定

額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物       ３～50年

機械及び装置   ４～15年

(1) 有形固定資産 

          同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づいてお

ります。 

(2) 無形固定資産 

          同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用 

          同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．繰延資産の処理方法 ─────        ───── 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

          同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

－  － 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため将来の支給見込額のうち、

当中間会計期間における負担額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

         同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため将来の支給見込額のうち、

当事業年度における負担額を計

上しております。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(3) 退職給付引当金 

        同左 

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

       同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

        同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

           同左 同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

(1) ヘッジ会計の方法 

          同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

         同左 

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、対象債務の範

囲内でヘッジを行っておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

          同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

－  － 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの開始時から有効性判

定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断してお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

         同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

           同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

 
※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 6,030,389千円 
  

 
※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 6,204,725千円
  

 
※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 6,149,921千円
  

※２．担保に供している資産ならびに担保付

債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産ならびに担保付

債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産ならびに担保付

債務は次のとおりであります。 

担保資産 担保資産 担保資産 
 
建物 422,371千円( 422,371千円)

機械及び装置 637,054千円( 637,054千円)

土地 756,335千円( 756,335千円)

有形固定資産「その他」 
(構築物、工具器具備品) 

 89,249千円( 89,249千円)

投資有価証券 127千円 

合計 1,905,136千円( 1,905,009千円)
   

 
建物 412,664千円( 412,664千円)

機械及び装置 673,304千円( 673,304千円)

土地 756,335千円( 756,335千円)

有形固定資産「その他」 
(構築物、工具器具備品) 

 85,042千円( 85,042千円)

投資有価証券 127千円

合計 1,927,472千円(1,927,345千円)
  

 
建物 417,269千円( 417,269千円)

機械及び装置 664,373千円( 664,373千円)

土地 756,335千円( 756,335千円)

有形固定資産「その他」 
(構築物、工具器具備品) 

 86,819千円( 86,819千円)

投資有価証券 127千円 

合計 1,924,922千円( 1,924,795千円)
  

担保付債務 担保付債務 担保付債務 
 
短期借入金 570,000千円( 570,000千円)

１年以内返済予
定長期借入金 149,040千円( 149,040千円)

１年以内償還予
定社債 300,000千円( 300,000千円)

長期借入金 304,580千円( 304,580千円)

買掛金 17,760千円 

合計 1,341,380千円( 1,323,620千円)
  

 
短期借入金 290,000千円( 290,000千円)

１年以内返済予
定長期借入金 133,040千円( 133,040千円)

 

長期借入金 171,540千円( 171,540千円)

買掛金 19,182千円

合計 613,762千円( 594,580千円)
  

 
短期借入金 550,000千円( 550,000千円)

１年以内返済予
定長期借入金 

149,040千円( 149,040千円)

１年以内償還予
定社債 300,000千円( 300,000千円)

長期借入金 230,060千円( 230,060千円)

買掛金 18,837千円 

合計 1,247,937千円( 1,229,100千円)
  

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並

びに当該債務を示しております。 

 上記のうち、登記留保によって担保され

ている債務は次のとおりであります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並

びに当該債務を示しております。 

 上記のうち、登記留保によって担保され

ている債務は次のとおりであります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並

びに当該債務を示しております。 

 上記のうち、登記留保によって担保され

ている債務は次のとおりであります。 
 

長期借入金(１年以内返済予定額含む) 

 80,000千円 
  

 
長期借入金(１年以内返済予定額含む)

 32,000千円
  

 
長期借入金(１年以内返済予定額含む)

 56,000千円
  

※３．圧縮記帳 

有形固定資産に係る国庫補助金等の受

入れによる圧縮記帳累計額は、工具器具

備品31,516千円であります。 

※３．圧縮記帳 

有形固定資産に係る国庫補助金等の受

入れによる圧縮記帳累計額は、工具器具

備品31,516千円であります。 

※３．圧縮記帳 

 有形固定資産に係る国庫補助金等の受

入れによる圧縮記帳累計額は、工具器具

備品31,516千円であります。 
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前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

４．偶発債務 

下記のとおり、金融機関からの借入、信

用状開設および仕入先への債務に対し保

証を行っております。 

４．偶発債務 

下記のとおり、金融機関からの借入、信

用状開設および仕入先への債務に対し保

証を行っております。 

４．偶発債務 

下記のとおり、金融機関からの借入、信

用状開設および仕入先への債務に対し保

証を行っております。 
 

㈱マツケン  

仕入債務 2,257千円 

MORESCO(Thailand)Co.,Ltd. 

借入債務 78,900千円 

無錫德松科技有限公司  

借入債務 132,747千円 

(借入債務に対する保証のうち、

66,374千円については共同出資者より

再保証を受けております。) 

信用状開設 52,117千円 

(信用状開設に対する保証のうち、

26,059千円については共同出資者より

再保証を受けております。) 
  

 
㈱マツケン 

仕入債務 2,114千円

MORESCO(Thailand)Co.,Ltd. 

借入債務 81,000千円

無錫德松科技有限公司

借入債務 134,583千円

(借入債務に対する保証のうち、 

67,292千円については共同出資者より

再保証を受けております。) 

信用状開設 72,040千円

(信用状開設に対する保証のうち、 

36,020千円については共同出資者より

再保証を受けております。) 
  

 
㈱マツケン 

仕入債務 3,281千円

MORESCO(Thailand)Co.,Ltd. 

借入債務 82,200千円

無錫德松科技有限公司 

借入債務 126,514千円

   (借入金に対する保証のうち、 

  63,257千円については共同出資者 

  より再保証を受けております。) 

  信用状開設    26,044千円 

   (信用状開設に対する保証のうち  

     13,022千円については共同出資者 

     より再保証を受けております。) 
 

※５．消費税等の取扱い 

仮払消費税等および仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 
 

※５．消費税等の取扱い 

               同左 

※５.     ───── 

   

 
 

 

 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 
※１．営業外収益のうち主要

なもの 
  

 
受取利息 1,112千円
  

 
受取利息 474千円
  

 
受取利息 1,662千円
  

 
※２．営業外費用のうち主要

なもの 
  

 
支払利息 13,320千円
  

 
支払利息 10,196千円
  

 
支払利息 31,657千円
  

 ３．租税特別措置法上の準

備金の取扱い 

 中間会計期間における納付税額

及び法人税等調整額は、当事業年

度において予定されている利益処

分による買換資産圧縮積立金の積

立及び取崩しを前提として、当中

間会計期間に係る金額を算定して

おります。 

            同左 ───── 

 
 ４．減価償却実施額 
  

 
有形固定資産 133,267千円

無形固定資産 5,768千円
  

 
有形固定資産 164,844千円

無形固定資産 2,704千円
  

 
有形固定資産 298,925千円

無形固定資産 11,105千円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
  

 

取
額
額
(

減
却
額

中
末
相
(

得価
相当
 
千円) 

額
(

価償
累計
相当
 
千円)

間期
残高
当額 
千円) 

工 2具器具備品 42,368 21,383 0,985 

ソ 9 6フトウェア 15,972 ,583 ,389 

合 5 2計 8,340 30,967 7,374 

  

  

 

取
額
額
(

減
却
額
額
(

中
末
相
(

得価
相当
 
千円)

価償
累計
相当
 
千円)

間期
残高
当額
千円)

工 3 1 1具器具備品 4,166 9,526 4,640

ソ 1 1 3フトウェア 5,972 2,778 ,194

合 5 3 1計 0,139 2,304 7,835

  

  

 

取
額
額
(

減
却
額

期
高
額
(

得価
相当
 
千円) 

額
(

価償
累計
相当
 
千円)

末残
相当
 
千円)

工 1具器具備品 34,166 16,697 7,469

ソ 4フトウェア 15,972 11,181 ,792

合 5 2計 0,139 27,878 2,261

  
 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 9,539千円 

１年超 17,835千円 

合計 27,374千円 
  

 
１年内 8,066千円

１年超 9,768千円

合計 17,835千円
  

 
１年内 8,719千円

１年超 13,542千円

合計 22,261千円
  

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 5,006千円 

減価償却費相当額 5,006千円 
  

 
支払リース料 4,426千円

減価償却費相当額 4,426千円
  

 
支払リース料 10,118千円

減価償却費相当額 10,118千円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  

１株当たり純資産額 2,991円43銭 

１株当たり中間純利益
金額 

 
309円53銭 

  

  

１株当たり純資産額 802円48銭

１株当たり中間純利益
金額 39円38銭

  

  

１株当たり純資産額 3,925円19銭

１株当たり当期純利益
金額 526円57銭

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

  当社は､平成17年４月20日付で株

式１株につき５株の株式分割を行っ

ております。 

 なお､当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

 前中間会計期間
 

 前事業年度 

 
１株当たり 
純資産額 
   598円29銭
 
１株当たり中間 
純利益金額 
    61円91銭
 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

      － 
 

 
１株当たり 
純資産額 
   785円04銭
 
１株当たり当期
純利益金額 
   105円31銭
 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

      －

 なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、潜在株
式がないため記載しておりません。
 
 

 

 
 

 

（注） １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

１株当たり中間(当期)純利益金額    

中間(当期)純利益（千円） 201,124 142,004 360,569 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 10,670 

(うち利益処分による役員賞与金) － － (10,670 ) 

普通株式に係る中間(当期)純利益
（千円） 

201,124 142,004 349,899 

期中平均株式数（株） 649,764 3,606,440 664,491 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

   
    ───── 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ───── 

 

 平成17年１月13日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行しており

ます。 

１．平成17年４月20日をもって普通株式１株につき５

株に分割しております。 

  （１）分割により増加する株式数 

     普通株式 2,887,200株 

  （２）分割方法 

     平成17年２月28日最終の株主名簿および実

質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株に

つき５株の割合をもって分割しております。 

２．配当起算日   

平成17年３月１日 

 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前期における１株当たり情報ならびに当期首に行われ

たと仮定した場合の当期における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

549円24銭 

１株当たり当期純利益

金額 

63円64銭 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 

         － 

１株当たり純資産額 

     785円04銭 

１株当たり当期純利益

金額 

     105円31銭 

潜在株式調整後１株当 

たり当期純利益金額 

         － 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。
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